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(7)生 食用食品 における寄生虫類実態調査

ア 調査 目的

食 糧 自給 率 の低下 や食 品の輸 送 保管 技術 の急

速 な進 歩 な どによ り、世界各国か らさまざまな食

品が輸 入 され るよ うになった。また近年の グル メ

ブームな どの影響 により、食生活の 多様化 も進行

してい る。そのため過去の疾患 として考え られて

きた既 知の寄生 虫症 とともに、未知 の寄生 虫にも

感 染の可能性が高 くな り、健康障害 が懸念 され る

状 況 とな ってい る。

平成9年 に国 内外 で原 虫 に よる集 団発 生例 が

続発 した こ とか ら、厚 生省は平成9年9月 食品衛

生調 査会 食 中毒 部会 食中毒サ ーベ イ ランス分科

会にお いて、食品媒介の寄生 虫疾 患対策について

検討 を行 い、当面の対策 として、原 虫類の検出方

法 の確 立や 国 内外の 食品の 寄 生虫 汚染 実態及 び

当該 疾 患 の発生 状況 につい て の情報 把握 な どの

方針 を示 した1～2)。

一方
、戦後 日本の衛生環境 を高め るために貢献

した 「寄生虫予防法」が平成6年3月 に廃止 され 、

国 内 にお け る寄生 虫症の動 向 が把握 で きに く く

な ったの が現状 である。

食 品 由来 の 寄生 虫は摂取食 品 を十 分 に加熱 す

るこ とに よ り100%防 ぐことが可能 である。そ

れ に もかかわ らず健康被 害が発生 してい るのは、

日本 人の 食文 化で あ る生食 と深 い関係 が あるた

め と考え られる。

こ うした視点か ら、未加熱で摂取す る都 内に流

通す る食品 について、輸入国産 を問 わず 、『生食

用食品にお ける寄生虫実態調 査』を開始 した。

米 国 な どで は飲 料水や ベ リー類 の 生食 に よる

寄生 虫感染症事例 の報告3～6)が あった ことか ら果

実類の原 虫について、また、生食 され る魚 介類 の

吸虫 につ いて実態調査 を実施 した ところ、い くつ

かの知見 を得たので報告す る。

イ 調査内容

(ア)調 査 期間

平成10年10月 か ら平成12年1月 まで(継 続)

(イ)実 施 方法

都 内販 売店(デ パー ト、 スーパー)及 び卸 売

市場 内仲 卸か ら買上げ し検体 とした。

(ウ)検 査機 関

都 立衛 生研 究所 微 生物 部 細 菌第 二研 究 科

寄生虫研 究室

(エ)検 査項 目

1果 実類(一 検体 約200g以 上で買い上げ)

7品 目465検 体

原虫類(ク リプ トスポ リジ ウム、サイ ク ロスポ

ーラ、 ジアル ジア)

2白 魚(一 検体約200g以 上で買い上 げ)

248検 体

横川吸 虫

(オ)検 査方法

各調査 品 目ともに、衛生研 究所微 生物 部細菌

第二研究科寄生 虫研究室使用検査法に よる。

ウ 調査結果

(ア)果 実類

生 産 国8ヶ 国 の果 実類7品 目465検 体 に

ついて検 査を行 った ところ、いずれの検体か ら

も原 虫類 は検 出 しなかった。(表1)
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表1 生産国別検査検体数

(イ)白 魚

白魚248検 体 につ い て検 査 を 行 っ た と こ ろ 、

107検 体 か ら横 川 吸 虫 の メ タセ ル カ リ ア を 検

出 した 。 産 地 は 、青 森 県 の 上北 町 、東 北 町 及 び 六

ヶ所 村 、 宮城 県の 松 島 町及 び名 取 市 、 茨城 県 霞 ヶ

浦 、島 根 県宍 道 湖 の7産 地 で あ った 。

平 均 感 染 率 に つ い て は 、霞 ヶ浦 が75.8%と

最 も高 く、つ い で 産 地不 明 の もの が25%前 後 で

あ り、他 は16%以 下 で あ った 。

最 大感 染 数 は 、 一尾 あた り霞 ヶ 浦 の314個 が

最 大 で あ り、 つ い で 産 地 不 明 の も の が153個 、

他 は1～5個 で あ った 。(表2)

表2 産地別 白魚の横川吸虫のメ タセル カ リア感 染状況
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(参 考)白 魚 は1検 体200g以 上 を 買 い 上

げ 、そ の うち100匹 に つ い て 、寄生 して い る横

川 吸 虫 の メ タセ ル カ リア を計 測 した。感 染 検 体 数

につ い て は 、1匹 で もメ タセ ル カ リア が存 在 して

いれ ば計 上 した 。平均 感 染 率 は 、寄 生 して い る個

体 数 の割 合 と した。最 大感 染 数 は 、1匹 中 に 計 測

した メタ セル カ リアの最 大数 と した。

霞 ヶ 浦 産 白魚 の 月 別 感 染 状 況 につ い て 平 均 感

染 率 は 、高 い順 に8月 が100%、9月 が99.

3%、10月 が95%、12月 が88.5%、1

1月 が64.2%、1月 が47%、7月 が39.

7%で あ っ た。最 大 感 染 数 は9月 の314匹/尾

が最 高 で あ った 。(表3)

表3 月 別 霞 ヶ浦 産 白魚 の 横 川 吸 虫 メ タ セ ル

カ リア感 染 状 況

エ 考察

(ア)果 実類

原 虫感 染症 の発生 が報 告 され ている国か ら輸

入 した果実類 を中心に調 査 を実施 したが、果実類

7品 目465検 体 につい て検 査を行った ところ、

いずれの検体か らも原虫類 を検 出 しなかった。

平成6年 及び8年 に、我 が国において も水系 に

よる ク リプ トスポ リジ ウム感 染症 が発生 して い

る。また、河川 水や 下水か らク リプ トスポ リジ ウ

ムや ジアル ジアが検出 され た報 告があ る。

この ことか ら、今後引き続 き輸入国産 を問わず、

河川 水 の使 用 が推定で き る生 食用食品 の検 査 を

行 う必要 がある と考え られ る。

(イ)白 魚

今 回の調 査 で横 川吸 虫の メ タセルカ リアの感

染 が判 明 した 白魚の うち、霞 ヶ浦産につ いてはす

べての検 体に感 染が認 め られ 、感染率及 び最 大感

染個数 も他 の産地 と比 較 して非常 に高 い ことが

判 明 した。

アユ につ いて は比較 的各地 で横 川吸 虫の寄 生

状 況調査が報告 され ている21)。 しか し、 白魚 に

つい ては横 川吸 虫卵 陽性 者数 が 高い地 域で寄 生

状況の調査が行 われてい るのみ であ り、全国的に

は未調査であった。

平成11年12月 の 「感 染症 の予 防及 び感 染症

の患者 に対す る医療 に関す る法律」の施行 に よ り、

厚生省 は今後病因物質の種別 に関わ らず、飲食 に

起 因す る健康被害(Foodborn Disease)に ついて

は食 中毒である ことを呈示 し、それ を うけて食 中

毒統計作成要領の改 正を行 い、原 虫及び寄生 虫に

よ る飲食 に起 因す る健康 被害 につ いて も食 中毒

とした。7～8)

白魚は加熱調理 に技術が必要な こ ともあ り、未

加 熱摂 取食品 と一般 的には認知 され 、販売店 にお

け る表示 も 「生食 用」として販売 され ているのが

実情である。また横 川吸虫の感染状 況につ いては、

検便等 に よる横 川吸 虫卵 の検 出 につい てい くつ

かの報告があ り、感染率の増加傾 向が認 め られ て

い る。9～10)こ の こ とか ら、正確 な情報提 供を通

しての消費者 への普及啓発 が必 要 と考 え られ る。

また今回の調 査 を受 け て関係 自治体 及び厚 生

省 と協議 した結果、事前 に健康被 害を防止す るた

めに、茨城 県が、自主 的に加 工用の表示を添付 し

て販売す る等 の行政措置 を講 じている。

オ まとめ

寄生虫感染症 は食 品の加 熱 に よ り防 ぐこ とが

できる。しか し、生食 用食 品について は加熱で き

ない ことから、寄生 虫症を防止す る方策は少 ない。

本調 査では 、果 実類 の原虫及び 白魚 の横川吸 虫

について検査 を実施 した。その結果 、果実類 か ら

は原 虫を検 出 しなかった。一 方、白魚 につい ては、

特定産地 の もの か ら高率 な横 川吸 虫 メタセル カ

リアの感染 を探知 した。関係 自治体及 び厚生省 と

協議 した結果 、迅速に行政対応 を とる ことが でき

た。

今後 とも国内 外 の文献調 査 を引 き続 き努 め る

と ともに、輸入 食品 に限 らず 、寄生虫症の感 染源
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と して 考 え られ る 生 食 用 の 食 品 を 対 象 に 調 査 を

実 施 し、食 品 中の 寄 生 虫 汚 染 実態 につ い て 把 握 に

努 めて い きた い。

カ 参 考 資 料

(1) 食 品 衛 生調査会食 中毒 部会食中毒サー ベ イラン ス

分科会報告 (厚 生省 生活衛生局食品保 健課、1997.9)

(2) 食 品 媒介の寄生虫疾患 対策等について (平 成9年9

月22日 厚 生省衛 食第259号 、 衛乳第267号)

(3) Outbreak of cyclosporiasis? Northern Virginia

Washington, D. C.? Baltomore, Maryland,

Metropolitan area, 1997 (MMWR 46 (30): 689, 1997)

(4) Foodborne outbreak of cryptosporidiosis-

Spokane, Washington1997 (MMWR 47 (27): 565-567,

1998)

(5) Outbreak of cyclosporiasis? Ontario, Canada,

May 1998 (MMWR 47 (38): 797-802, 1998)

(6) 村 田 以 和 夫 水 系 感 染 が 予 想 さ れ る 原 虫 症 と そ

の 防 除 対 策 月 刊 フ ー ド ケ ミ カ ル1998-5

(7) 食 品 衛 生 法 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 (平 成

11年12月28日 厚 生 省 令 第105号)

(8) 食 品 衛 生 法 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 の 施 行

に つ い て (平 成11年12月28日 生 衛 発 第1836号)

(9) 山 門 実 再 び 増 加 傾 向 の 寄 生 虫 病 治 療80,

1 (1998.1)

(10) 山 門 実 人 間 ド ッ ク に お け る 寄 生 虫 陽 性 率 の 急

上 昇 臨 床 検 査40, 13 (1999.12)

(11) 東 京 都 立 荏 原 病 院 検 査 科 一 般 検 査 ホ ー ム ペ ー ジ

(8)バ イオテクノロジー を応用 した食品等の衛生学的調査(第10報)

ア 調 査 目的

近年 、急速 に遺伝 子の生命機能が解 明 され 、農畜

産物 の改良、疾病や 障害 の克服、環境修 復お よび廃

棄物 処理技術の開発等 が期待 されてお り、 この21

世紀 はバイオテク ノロジーの時代 と言 われて いる。

しか しなが ら、消費者 は、バイオテ ク ノロジーを

応 用 した食 品が予測 で きない未知の ア レル ゲンや

有 害物 質等 を含 んで い るのではな いか とい う不 安

を抱 いている。

今 回は、受精卵 クロー ン牛 と葯培養技術 で作 られ

たい もち病耐性 のイ ネ について有害 副生成 物 の有

無 、お よび栄養学的 な問題 の有無 につ いて在来種 と

比較 、検討 を行 った。

イ 調査 方法

(ア)調 査期 間 平成11年4月 よ り平成12年3月

(イ)調 査品 目

a受 精卵クロー ン牛

b葯 培 養技術 を用い た コメ(商 品名 まなむ

すめ)

(ウ)検 査機関

都 立衛生研究所 食 品研究科

中毒化学研究室

栄 養研 究 科 栄 養研 究室 、

食 品 分 析 研 究 室

(エ)検 査 項 目お よび検 査 方 法

a受 精 卵 ク ロー ン牛

動 物 試 験:試 料200gを メ タ ノー ル 抽 出 し

メ タ ノ ー ル 留 去 後 、濃 縮 液 を蒸 留 水 で200ml

と し た 後 、 マ ウス 体 重1kgあ た り試 料50g

相 当 量 を経 口投 与 し24時 間観 察 した 。

変 異 原 性 試 験(Amesテ ス ト):試 料200gを

メ タ ノ ー ル 抽 出 しメ タ ノ ー ル 留 去 後 、 水 に

溶 解 しプ レー トあ た り200mg及 び20mgと な

る よ うに 水 で希 釈 し、 検 査 に供 した 。

栄 養 分 析:エ ネ ル ギ ー 、 水 分 、 タ ン パ ク

質 、 脂 質 、 炭 水 化 物 、 灰 分 、

ミネ ラ ル 、 レチ ノー ル 、 ビ タ

ミンE、 ビ タ ミンB1、 ビ タ ミン

B2、 ナ イ ア シ ン、 ア ミノ酸 類 、

脂 肪 酸 組 成

堅 さ試 験:検 体 に ブ ラ ン ジャ ー を挿 入 した

時 に現 れ る波形 に よ り測 定す る。

bコ メ

動 物 試 験 、 変 異 原 性 試 験(Amesテ ス ト)、 堅
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さ 試 験:同 上

栄 養 分 析:エ ネ ル ギ ー 、水 分 、 タ ン パ ク 質 、

脂 質 、 炭 水 化 物 、 灰 分 、 ミ ネ ラ

ル 、 レ チ ノ ー ル 、 ビ タ ミ ンE、

ビ タ ミ ンB1、 ビ タ ミ ンB2、 ナ イ

ア シ ン 、 マ ル ト ー ス 、 グ ル コ ー

ス

(オ)調 査 品 種 につ いて

a受 精 卵 ク ロー ン牛

受 精 卵 ク ロー ン牛 とは 、 受 精 初期 の受 精 卵

(16か ら32細 胞)の 細 胞 を ひ とつ とつ の細

胞(割 球)に 分 け、 そ の細 胞 を、核 を取 り除

いた レシ ピエ ン ト卵 子 に 挿 入 、電気 的 細 胞 融

合 を行 い 、培 養 した 後 、仮 親 牛 へ 移植 、受 胎

させ て作 製 した もの で あ る。 受 精 卵 ク ロ ー ン

牛 は遺 伝 子 操 作 を行 って お らず 、核 移 植 等 の

操 作 が 染体 に 影 響 を与 え る こ とは ない 。 そ の

た め 、DNA鑑 定 な どの化 学 的 な 手 法 で一 般 と

区別 す る こ とは難 しい。

今 年 度 は 、2検 体 、新 潟 県 産 受 精卵 ク ロー

ン 牛(以 下 「新 潟 県 産 」)と 全 国 農 業 協 同 組

合 連 合 会 か ら出 荷 され た 受 精 卵 ク ロ ー ン 牛

(以 下 「全 農 産 」)に つ い て検 査 を行 っ た。

「新 潟 県 産 」 は、情 報 開 示 の上 で初 め て 出

荷 、販 売 され た もの で あ る。 同県 農 業総 合 研

究所 畜 産研 究 セ ンター にお い て 平成9年6月

16日 に 誕 生 した黒 毛 和 種 とホ ル ス タイ ン 種

の 交雑 種 の 去 勢 牛 で あ る。 平 成11年9月9

日協 力 小 売 店5店 、飲 食 店1店 に て店 頭 販 売

を行 っ た。 産 肉 量 は約352kgで あ る。 処 理 頭

数 が1頭 と少 な い た め 、同 一 部 位 か ら栄 養 分

析 と動 物 試 験 等 に 必 要 な 検 体 量 を確 保 で き

ず 、栄 養 分 析 に は ヒ レ肉 、動 物 試 験 等 に はバ

ラ肉 を 入 手 した 。

「全 農 産 」 は 、全 農岩 間 肉 牛 牧 場(茨 城)

に お い て 平 成9年4、5月 に誕 生 、飼 育 され 、

平 成11年12月13日 首 都 圏 の小 売 店 お よ び

飲 食 店 に て販 売 され た。処 理 量 は 、黒 毛 和 種 、

4頭(雄 ・去 勢3頭 、雌1頭)の 枝 肉で 合 計

約1.8ト ン で あ った。入 手 部 位 は モモ で あ る。

bコ メ(葯 培養技術)

「まなむす め」は、食味の優れ た 「ひ とめ

ぼれ 」のい もち病抵抗性 の強化 を 目標 と して、

い も ち病 抵抗性 が強 く安 定 良質多 収 品種 で

ある 「チ ヨニシキ」 と、極 良食 味品種の 「ひ

とめぼれ」を葯培養 の手 法を利用 して品種改

良を行 った もので あ る。 「まなむす め」は、

良質 、極 良食味で 、耐冷性、い もち病抵 抗性、

耐倒 伏性の優れ た系統で ある。今 回供試 した

検体 は、対照種 の 「ひ とめぼれ 」を含 め宮城

県古 川農 業試験 場 の 厚意 に よ り提 供 され た

ものである。

(カ)対 照種の選 定につ いて

a受 精卵 クロー ン牛

「新潟県産」は黒 毛和種 とホル ス タイ ン種の

交雑種 なので 、黒 毛和種 とホル ス タイ ン種の

同 じ部位 をそれぞれ 対照 とした。また 、今回、

「全農 」肉は入手 時期 の関係 か ら対照種 の検

査 は行 わなかった。

bコ メ

親品種の 「チ ヨニ シキ」は栽培種 では ない

ので 手に入 らず 、「ひ とめぼれ」 のみ を対照

品種 と した。

ウ 調 査結果

(ア)受 精卵 クロー ン牛 肉

(1)栄 養分析:受 精卵 クローン、在 来種 、四訂

食 品成 分表 を比較 した結果 、特 に違 いはな

かった。

(2)動 物試験:い ず れの検体 ともマ ウス に異

常は認 め られ なかった。

(3)変 異原性試 験:い ずれの検体 とも変 異原

性 を認めなか った。

(4)堅 さ試験:生 肉(赤 身部)の 最 大荷重 に

ついて、対照試料 と比較 した ところ、大き

な差異はみ られ なか った。 また 、加熱 肉に

おけ る最大荷重 は、対照 の黒毛和種 と、ほ

ぼ同値であ り、ホル スタイ ンに比べや や高

い傾 向を示 した。
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(イ)コ メ

(1)栄 養 分析:バ イオ 、親 品種 、四訂食品成分

表の 「こめ(水 稲)精 白米」を比較 した結果、

特 に違いはなかった。

(2)動 物試験:い ず れの検体 ともマ ウスに異常

は認 め られ なかった。

(3)変 異原性試 験:い ずれ の検体 とも変異原性

を認 めなかった。

エ 考察

(ア)受 精卵 クローン牛 について

牛 肉は飼 育環 境 等 に よ って検査 結 果 は変

わって くる可能性 が あるが、今 回調 査 した分

析 結果 の範 囲 内 では 安全 性 に問題 とな る よ

うな点 は認 められ なか った。栄養分析 におい

て、エネルギーお よび ミネラル等 の 「クロー

ン(交 雑)ヒ レ」の成 分値 は、対照 の 「ホル

スタイ ンヒ レ」 と 「黒 毛和種 ヒ レ」 の間の値

を示 してお り、交 雑種 とい う点か ら今 回の検

査結果 は妥 当で ある と言える。

(イ)コ メについて

作物 は栽 培条 件 等 に よ って検 査結 果 は変

わって くる可能性 が あるが、今回調査 した分

析 結果 の範 囲 内 で は安 全性 に問題 とな る よ

うな点は認め られ なかった。

オ ま とめ

今回 、バイオテクノ ロジー を応用 した食品2品

目につ いて調査 したが 、調 査 した範囲内において

特 に安全性 に問題 とな る点 は、認め られなか った。

今後 、遺伝子組換 え技術 を始め とするバイオ食

品 を社会 が受 け入れ られ るよ うになるには、依 然

と して 大 きい消費者 の 不安 と科 学技術 との ギャ

ップ を埋 めな くてはな らない。消費者 が技術 を正

しく理解 し冷静に判断 で きるよ うな情報を、適切

な検 査お よび調 査 を行 い供給 しつづ け る必 要が

ある。

カ 参考資料

・四訂 日本食品標準成分表 科学技術庁資源調査

会編 大蔵省印刷局 昭和57年11月25日 初

版 発行 昭和63年10月31日5刷 発行

・改訂 日本食 品ア ミノ酸組成 表 科学技 術庁 資源

調査 会 ・資源調 査所 編 医歯 薬出版 株式 会社

1987年2月5日 第1版 第1刷 発行1989年11

月10日 第1版 第2刷 発行

・日本 食 品脂溶性 成分表(脂 肪 酸 ・コ レステ ロー

ル ・ビタ ミンE)科 学技術庁資源調査会編

平成 元年11月15日 発行
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(9)遺 伝 子組換 え食品に関す る輸入業者へのア ンケー ト調査結果について

ア 調査 目的

農 業 分 野 にお けるバイ オ テ ク ノ ロジー技術 の

進 展に伴 って、目的 とす る形質 を直接導入 できる

遺伝 子組換 え作物 が開発 され 、す でに除草剤耐性

を有 す る 「なたね」、「ダイ ズ」、害 虫に強い 「ト

ウモ ロコシ」、「ジャガイモ 」等 が商品化 されてい

る。遺伝 子組換 え食品は現状 では もっぱ ら海外で

生 産 され てお り、その流通 につ いては不明な点が

多い。

そ こで、遺伝子組換 え食品 の流通 量や 品 目、今

後 の表 示 を含 めた取 り扱 い動 向 を把握 す る 目的

で輸入 ・流通業者にアンケー ト調査 を行った。

イ 調 査 方法

(ア)調 査 期 間:平 成11年11月1日 か ら11月

30日 ま で

(イ)実 施 方 法:郵 送 ア ンケ ー ト(無 記 名)

(ウ)対 象施 設:都 内 に 事 業 所 を もつ 輸 入 業 者

(エ)調 査 項 目:(1)輸 入 業 者 の業 務 内 容(2)遺 伝 子

組 換 え 食 品 の 取 り扱 い 状 況(3)販 売 先(4)表 示

に つ い て の 考 え 方(5)今 後 の 取 り扱 い へ の 方

針(6)遺 伝 子組 換 え食 品 の検 証 に つ い て

ウ 調 査 結 果

輸 入 業 者157社 に 対 しア ン ケ ー ト用 紙 を 送

付 し、81業 者 か ら 回 答 が あ った 。(回 収 率

51.5%)

(ア)輸 入業者 の内訳

グラフ1輸 入業者の内訳

(イ)遺 伝 子組 換 え食 品 の 取 り扱 い状 況

グ ラ フ2に 示す 。 約11%(9業 者)の 輸 入 業 者 が 取 り扱 った こ と(継 続 中 を含 む)が あ る と回 答

してい る。 ま た 、「わ か らな い 」 と回答 した輸 入 業 者 も30.9%(25業 者)に 上 っ て い る。

グ ラフ2 取 り扱 い 状 況

※ 新規に取 り扱 うとい う回答はな し
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「わか らない」 と回答 した主な理 由

ま た 、新 規 に 取 り扱 い を始 め る とい う輸 入 業 者 は な か った 。 「取 り扱 わな い(取 り扱 っ た こ とが な

い を含 む)」 は 約58%で あ っ た 。

「取 り扱 わ な い 」 と回 答 した 主 な 理 由

取 り扱 っ た(継 続 中 を含 む)と 回 答 した 企 業 の 取 り扱 い 品 目及 び 数 量 は表1の とお りで あ る 。 取 り

扱 い 時 期 は1業 者 が 「大豆 」 は96年10月 、 「な た ね 」 は96年9月 か ら と回 答 した以 外 は 「判 別 不

能 」、 「不 分別 の た め 、 取 り扱 い 時 期 が わ か らな い 」 と回 答 して い る。 取 り扱 う理 由 は 以 下 の とお り

で あ る。

「取 り扱 う」と回 答 した理 由

表1 取 り扱い品 目及び数量合計(回 答分)(不 分別 を含 んでい る)

※輸 入量: 数 値の回答 があったものの合算。 不明 とい う回答 もあ り。

(ウ)表 示 につ い て の 考 え方 グ ラ フ3及 び4に 示 す 。遺 伝 子 組 換 え食 品 につ い て 法 に よ る表 示 義 務 化

が必 要 と回答 した の は約35%で 、 理 由 と して は 最 も多 か った の が 「消 費者 の選 択 」 で あ っ た。 不 要 と

考 え る業 者 の理 由 は 「従 来 品 と同 等 、 コス ト高 を招 く」、 「表 示 す る と安 全 で な い とい うイ メ ー ジ を与

え る 」、 「情 報 が 少 な い 、食 糧 を 輸 入 に依 存 して い る こ とを考 慮 に 入れ るべ き」、 「安 全 性 が 明確 に なれ

ば 表 示 は 不 要 」、 「GMOタ ン パ ク が 除 去 され て い る もの まで 表 示 が 必 要 に な る 可能 性 が あ る」 等 で

あ っ た 。
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グラフ3 表 示について

グラフ4 表示義務化の理由

(エ)今 後 の 取 り扱 いに つ い て

次 表 に示 す 。 今 後 、遺 伝 子組 換 え食 品 を取 り扱 う予 定 は11社 で そ の うち の8社 が 「表 示 を行 う予

定 」、2社 が 「表 示 を しな い 」 と回 答 し、1社 は無 回 答 で あ っ た。 「今 後 は遺 伝 子組 換 え 食 品 を 取 り

扱 わ な い 」と して い る の が18社 で 、内 、非 組 換 え表 示 を 行 うの が7社 、行 わ な い の が7社 で あ った。

(無 回 答3、 未 定1)

(オ)遺 伝 子 組 換 え食 品 の 検 証 に つ い て

グ ラ フ5に 示 す 。 検 査 に よっ て検 証 す るの は 約6%、 検 査成 績 書 を 相 手 か らも ら う約35%、 い ず

れ か の 方法 で は約17%で あ った 。 そ の 他 の2は 「科 学 的 知 見 に 基 づ い て 判 定す る」、 「顧 客 や 国 の要

請 に 従 う」 で あ った 。

グラフ5検 証方法
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(カ)そ の他 自由意見 を求 めた ところ次 の内容であ った。 主な もの を以下に示す。

(各 社が複 数の意 見の場 合あ り)

エ 考察

以上 の結果 か ら、輸 入業者 の方向性 と して は、

積極 的に輸入 を推進 した い とい うよ りはむ しろ、

組 み換 え食 品 の是非 につい て消 費者 の動 向 を う

かが っている ことがみて とれ る。現段 階で輸入 を

行 って い る業者 も積 極 的 に遺 伝子 組換 え食 品 の

メ リッ トを認 めた上 で はな く単 に現 地 にお い て

不分 別 のた め遺伝 子 組換 え食 品 を識別 で きな い

とい う理 由で輸入 され て来た もの と思われ る。ま

た、回答中 目に付 くのが 「情報が ない」、「情報 が

少ない」等で あ り、話題 になって いる割 には情 報

が少ない と考 えてい る。

遺伝 子 組 換 え 食 品 の表 示 につ い て は 回 答 の

あ った輸 入 業者 で は表示 義務 化が 必 要 とい う考

え方 が多数 であ り、「消費者 の選択のた め」 で一

致 してい る。 また 、「遺伝 子組 換 え食品 を今後取

り扱 わ ない」 と考える輸入業者では 「非組換 え」

の表 示 を行 う業者 と行 わ ない業者 に 二分 され て

い るが 、表示 を行 う業者 は、現時点 では 「非組換

え」であ るとい う販 売上の利点 を生かそ うとい う

意識 が読み とれ る。

オ ま とめ

遺伝 子 組換 え食 品 は国 際 的に も多方 面 で論議

を呼ん でいる。今回のア ンケー トでは回答 のない

輸入業者や 、回答が あって も回答欄 に記載 のない

もの も多 く、食品輸 入 を行 う企業の多 くが調査 の

時点で は 「遺伝子組換 え食 品」について明確な方

針 ・方向性 が定 まっていない ことが伺われ る。
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(10)腸 管出血性 大腸菌等の汚染実態調査

ア 調 査 目的

腸管出血性大腸菌(Vero毒 素産生性大腸菌)に

よる食 中毒が全 国的に多発 し、深刻 な社会問題 に

な り3年 が経過 した。

平成11年2月 に知事か ら諮 問 を受けた東京都

食 品衛 生調査 会 は、「食品衛 生 関係 施設 にお け る

腸管 出血性 大腸菌O157汚 染防止対策」 につい て

答 申 した。それ によると、O157は 環境 中に広 く分

布 している ことや、汚染源が多様化 して いるこ と

が推測 で きる。 また腸管出血性大腸菌 は、少量 の

菌で発症 し、喫食 してから発症す るまでの潜伏 時

間が他 の細菌 に比べ て長い ことか ら、原 因食 品や

汚染経 路の解 明が進 んでいない現状 にあ る。

これ までの腸 管出血性大腸菌の陽性検体 は、ほ

とん どが食 肉に関係 するた め、本 年汚染経路等 の

解明 を 目的 に、食 肉処理業の施設 面だけでな く市

販 の食 肉類 に範 囲 を拡 げ汚 染 実態調 査 を実施 し

た。

イ 調査方法

(ア)調 査期 間 平成11年5月 ～平成11年10月

(イ)実 施 方法

年 間 で最 も細 菌 汚染が懸 念 され る夏期 に お

いて、都 内の食肉処理業2施 設 を対象 に、施設

の拭 き取 り ・食 肉類 の買い上げ ・従 業員の検便

検査 を、都内の食肉販 売 業3施 設を対象 に食 肉

の買い上げを実施 し検 査 した。調査に 当た って

は、事前 に営業者 を管轄す る保健所の同意 を得、

腸 管出血性 大腸菌 の検 出に備 えた。

(1)施 設の拭 き取 り検査

KM式 拭 き取 りビンを使 い、特に面積 を定 め

ず広範囲か ら菌 を採取 した。食肉処理 工程 中

の機 械 ・器具類等を選 び、施設規模 に応 じて

延べ305件 を実施 した。 対象は、主 として ミ

ンチ機 ・スライサー ・冷 蔵庫 ・作業 台 ・ま な

板 ・床面の排水 口 とし、その拭 い液 を検 体 と

した。

(2)食 肉類の検査

当該施 設で加 工す る前 、あ るいは他の加 工

場 で加 工 されたままの 品物 を対象 とした。1

検 体約300g以 上 を買い上げて、冷蔵搬送 し

た。

(3)従業員の検便

実 際 に食 肉処理 作 業 に携 わ って い る従 業

員延べ237人 を対象 に事前 に採便管 を配 布 し、

拭 き取 り検査の当 日に回収 した。

(ウ)検 査項 目:表1に 示 した。

表1 検 査項 目

病原大腸菌:Vero毒 素産生性大腸菌の検査 を実施

(エ)対 象 施 設:都 内の食 肉処 理 業及 び デパ ー ト ・ス ー パー

(オ)検 査 機 関:東 京 都 立衛 生 研 究所 微 生物 部 細 菌 第 一研 究科 腸 内細 菌 研 究 室

ウ 調 査 結 果

施 設 の拭 き 取 り ・食 肉類 ・検 便 等 の合 計661件 に つ いて 検 査 を行 っ た結 果 、腸 管 出血 性 大 腸 菌 が 、 食

肉類 か ら5件 検 出 され た 。 そ の 他 、 カ ン ピ ロバ ク ター17件 、 リス テ リア27件 、 サ ル モ ネ ラ16件 、黄 色

ブ ドウ球 菌46件 が検 出 され た。 各 菌 の検 出状 況 を表2に 示 した。

表2 各 菌 の検 出状 況

※ 内2件 は 、血 清型O157
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(ア)拭 き取 り:腸 管 出 血 性 大腸 菌 は 検 出 され な か った が 、カ ン ピ ロ バ ク ター13件 、 リス テ リア19件 、 サ

ル モ ネ ラ7件 、 黄 色 ブ ドウ球 菌4件 が検 出 され た 。

(イ)食 肉類:腸 管 出 血 性 大 腸菌 は5件 検 出 され た 。 そ の 検 出状 況 を表3に 示 した。 そ の他 、 カ ン ピ ロ バ

ク タ ー3件 、 リス テ リア8件 、 サ ル モ ネ ラ8件 、 黄 色 ブ ドウ球 菌42件 が検 出 され た。

表3 腸 管 出 血性 大 腸 菌 の 検 出状 況

OUT:O抗 原 型 別 不能 NM:非 運 動 性

(ウ)検 便:腸 管 出 血 性 大 腸菌 は検 出 され ず 、 カ ン ピ ロバ ク ター1件 、サ ル モ ネ ラ1件(血 清 型Manhat

-tan) 、 が 検 出 され た。

エ 考察

この調査 に当た り、協力 に応 じた施設 は比較 的

衛生管理 の良い施設 であ り、予想 を していたよ り

も細菌検査の成績 は 良か った。 しか し、 と畜場 で

は食 道 及び 大腸 の 結 紮 を行 い腸 内 容 物 に よる汚

染防止 を図ってい るが、全 ての作業 工程 で病原 菌

による汚染 は避け られ ない現状 にあ る。 このため

流通 における、 どの段 階 でも施設 及び機 械器 具類

等 の十 分な洗浄 ・殺 菌 が行 われ るこ とが必要であ

り、実行 されない場 合 は、そこでの病 原菌の蓄積

や 二 次汚 染等の汚 染 拡 大 につなが る こ とと思 わ

れ る。

食 肉類か ら腸管 出血性 大腸菌が5件 検 出 され 、

2件 は血清型O157で あった。検出 されたのは全

て内臓 で、これまで も汚染が指摘 され てお り、そ

れ を裏 付ける結果 とな った。牛内臓で4.8%、 豚 内

臓 で8.6%と 、特 に豚 の 高い汚染率が 注 目される。

焼 肉店 等では、内蔵 と食 肉の相互汚染 も考 えられ、

と畜場 か ら消費者 に 至 るまでの各段 階 で、啓発 を

行 ってい く必要があ る と思われる。 さらに肝臓 の

生食 は厳 に戒 める よ うな強力な指 導 が望 まれ る。

また、食 肉について も、内臓 と分 けるまでは、同

一 のライ ンで処理 され てお り、内臓 と同様に汚染

を受 けていることもあ る と思われ る。腸管出血性

大腸 菌に よる食中毒 を防止す るために は、食肉処

理 の最 初の段階で、い かに汚染を少 な くす るかが、

重 要 で ある とい うこ とを再認識 す る こ ととなっ

た。検 出 された検体 は、一切加工 を していないた

め、仕 入先や流通経 路 による汚染 が疑われた。

腸 管 出血 性 大腸菌 が検 出 され た豚 の心臓 及 び

肝 臓 は同 一販 売店 で2ヶ 月 の 間 をお いて購 入 し

た包装 済みの ものであ り、都外 の同一処理施設 で

の加 工で あった ため、販 売者 を通 じて指 導 した。

も う1件 の豚 の肝臓 は販 売者 を指導 した ところ、

販 売者 の判 断で取 り扱 いを中止 した。牛 の心臓2

件 につ いては、都外の同一 の と畜場か ら仕入れ た

ものであ り、1回 目の検出 時に、管轄す る 自治 体

へ情報提 供 を行 った。その1ヶ 月後にも再 び検出

され たため、文書によ り情報提 供及び衛 生指 導方

依頼 した。その結果 、当該 と畜場では、関係者 に

よ る対策 会議 が 開催 され 衛 生 管理 の指導事 項 を

定め、これ を遵守す ることに よ り改善がみ られた、

との回答 があった。

汚染源 と思われ る施設が全 て、都外 であったた

め直接 的な指導はできなか ったが、腸管 出血性 大

腸菌 が検 出 された ことに よ り、取 り扱 ってい る食

肉類 の 中に は汚染 され てい る もの があ る とい う

認識 を もたせ、施設や機械 ・機 具類の洗 浄 ・殺菌

や 、従業員 の健康管理 に真剣 に取 り組 む姿勢がで

きた ことは大 きな成果であ った。 これ は調査 を実

施 した食 肉処 理業者 や販 売 者 につ いて も同様 で

あった。

サル モネ ラについては、血清型Typhimuriumが

4件 検 出 された。 これ につ いて薬剤感受性試 験 を

実施 した ところ、欧米で問題 とな っているフ ァー

ジ型DT104が 疑われたため、国立感染症研 究所で

フ ァー ジ型別試験 を行ったが 、全 てファー ジ型D

T104に は該 当 しなかった。検便 でサルモ ネラを検
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出 した従 業員 に は健 康管理 や 食 肉処理作 業 の 従

事方法等について指導を行 い、他 の検査機関 での

再検 査によ り除菌 を確認 した。

オ ま とめ

この報告書の作成中に もチェー ン ・レス トラ ン

でO157に よる事件が起 こった。調査では、冷 凍

状態 のハ ンバー グ ・パテ を低温 で解凍 し、中心 温

度60℃12分 間で加熱 した後、割 面を焼いて提 供

してお り、O157に 汚染 された原料パテ の加熱 調理

不十 分で あった ことが原 因だった。 この事件 に限

らず 、腸管出血性大腸 菌 による食 中毒 は、多 くの

場 合 、未加 熱又は加熱 不足 に よ り起 こってい る。

これ まで何度 も言われ てきた ことで あるが、食

品関係 営業者や消費者 に対 し、食 中毒 防止の三原

則 につ いて啓発 を続 けてい くこ とが必 要で ある。
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(11)食 品 中の微量有害化 学物質 に関す る調査(農 産物 における有機塩 素系物質 に関す る調査)

ア 調 査 目的

BHC,DDT等 の有機塩 素系農 薬 は、有害性

や 環 境残 留性 があ る こ とか ら1970年 代 前半

に製 造が禁止 され ている。過去 、国 内で使用 され

たこれ らの農薬 は、1998年5月 に環境庁が発

表 した 「外因性内分泌攪乱化学物質問題 への環境

庁 の 対応 方針 につい て(環 境 ホル モ ン戦 略計 画

Speed'98)」 の中で内分泌 かく乱作用 が疑われ る

化学物質 として示 され てい る。

社会 的な関心 が高まる一方で、これ らの化学物

質 の微 量 レベル での 人や 野 生生物 へ の影 響 につ

いて は、現段階では人が どの程度暴露 され てお り、

どの程 度 の微 量 レベル の暴露 で どん な影響 が 生

じるか等の因果 関係 は解 明 され てい ない。

このよ うな現状 におい て、今後の人へ の リス ク

評価 を念頭 にお いた調査 が求 め られ るこ とか ら、

昨年 度 よ り微 量 レベ ル の検 査体 制 の整 っ た農 産

物の 有機 塩素 系物質 を対 象に調 査 を実施 して い

る。

今年度は 、一般 的に有機塩 素系農 薬の吸収 、濃

縮 性 が 高い といわれ て い る ウ リ科の 農 産物 の う

ち流通量の多い国産のかぼ ちゃ、メロ ンについて

有機塩 素 系物 質 を対 象 に検 出感度 を高 め残留 実

態 の調 査を実施 した。

イ 調査 方法

(ア)調 査期間:平 成11年4月 ～平成12年3月

(平成10年 度か ら継 続)

(イ)実 施方法:多 摩 地区の地方卸売市場 か ら、調

査対象 品を購入 し検体 とした。

国産か ぼちゃ10品 目

(購入時期 平成11年7～8月)

国産 メロン10品 目

(購入時期 平成11年7～8月)

(ウ)検 査機 関:衛 生研 究所 生活科 学部

食品研 究科 農薬分 析研究室

(エ)検 査項 目:有 機塩素 系物 質10項 目につい

て検査 した。

{
α-BHC、 β-BHC、 γ-BHC、

δ-BHC、pp'-DDT、

pp'-DDD、pp'-DDE、

デ ィル ドリ ン、ヘ プ タ ク ロル 、

ヘ プ タ ク ロル エ ポ キサ イ ド }
(オ)検 査 方 法:食 品 衛 生 法 第7条 に 基 づ く 「食

品 、添 加 物 等 の規 格 基 準 」 の 中 の成 分 規 格 試 験

法 に 準 拠 し、 か ぼ ち ゃ は つ る を 除 去 した も の 、

メ ロ ン は 果 皮 を除 去 した もの を 検 体 と し て 実

施 した 。 な お 、 メ ロ ン につ い て は 、併 せ て 果 実

全 体 を検 体 と して 実施 した 。 ま た 、試 験 溶 液 の

調 製 等 に お い て 、再 精 製 、再 抽 出 を行 い ク リー

ンア ップ 操 作 に留 意 す る こ とに よ り、検 出 感 度

を 向 上 させ た 。(定 量 下 限1ppb)

ウ 調 査 結 果

調 査 した 農 産 物20品 目、30検 体 中8検 体 か

らデ ィル ド リンが1～27ppb検 出 され 、1検

体 か らヘ プ タ ク ロル エ ポ キ サ イ ドが2ppb検

出 され た。(表-1参 照)

BHC(α-,β-,γ-,δ-体)、DDT

及 び そ の代 謝 物 、ヘ プ タ ク ロル に つ い て は 、い ず

れ の検 体 か ら も検 出 され な か った 。

(ア)か ぼ ちゃ:調 査 した10検 体 中5検 体 か ら、

デ ィル ドリンが2～27ppb検 出 され た 。ま

た デ ィル ドリン が2ppb検 出 され た1検 体

か らヘ プ タ ク ロル エ ポ キ サ イ ドも2ppb検

出 され た 。他 の5検 体 か ら は 、検 査 対 象 と した

有 機 塩 素 系物 質 は検 出 され な か った 。

(イ)メ ロ ン:調 査 した10検 体 の 果 肉 部 分 の 検

査 で は 、10検 体 い ず れ も検 査 対 象 と した 有機

塩 素 系 物 質 は 検 出 され な か っ た。 しか し、 全 果

(果 実 全 体)検 査 で は 、3検 体 か らデ ィ ル ドリ

ンが1～2ppb検 出 され た。
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表-1 かぼちゃ ・メロンの有機塩 素系物質の検 出状況

注)メ ロ ンの 検 査 は 同 一 品 目で果 肉、 全 果 の 検 査 を 実施 して い る

エ 考察

(ア)検 出値について

かぼ ちゃ、メ ロンに関 して、デ ィル ドリンは

食 品衛 生法 の残留 農薬 基 準の 基準値 の設 定 は

な く、FAO/WHO合 同残留 農薬専門家会議

が勧告 した国際残 留農 薬 基準 で も基準値 の設

定はない。そのため、今 回デ ィル ドリンを検 出

したかぼちゃ、メロンについては、現行の規制

では問題 はない。

また、かぼ ちゃに関 して 、ヘプ タクロル の酸

化代 謝物 で あるヘ プ タク ロルエ ポキサ イ ドは

食 品衛生 法の残 留農 薬基 準 の基 準値 の設定 は

ないが 、国際残留農薬基 準において、野菜類:

50ppbの 残留基準値 の設定が ある。ヘプ タ

ク ロル エ ポキサイ ドを2ppb検 出 した か ぼ

ちゃについて は、この残留 規制に適合 してい た。

(イ)デ ィル ドリンを検 出 した メロンについて

メロンにつ いては 、全果 検査で3検 体 か らデ

ィル ドリンが検 出 された が、その果肉部分 の検

査では、いずれ も検出 され なかった。この こと

について、文献 で確認 した ところ、農薬 が根 か

ら吸収 され た場合 は、「デ ィル ドリンの よ うに

油 に溶 けやす い成 分は植 物 体 の油脂 に富 んだ

部分 に多 く集ま り、… … 」1)との記述

があ る。

このこ とか ら、メ ロンでは可食す る果 肉部 よ

りワ ックス成 分等 を多 く含 む クチ ク ラ層 の あ

る果皮 に、脂溶性 であ るデ ィル ドリンの 含 有が

高 い と考 え られる。

(ウ)デ ィル ドリンを検 出 した かぼ ちゃの遡 り調

査について

前 述 した ように、かぼちゃに関 してデ ィル ド

リンは食品衛生法に よる規制値 はないが、 トマ

ト、 ピーマン、なす等 には同法の残留基準で2

0ppbの 基準値 が設定 され ている。今回 の調

査 でか ぼ ちゃ5検 体 か らデ ィル ドリンが2～

27ppb検 出 され たが、この うち3検 体 が2

0ppb以 上で あった。 この3検 体の かぼちゃ

は、他 の検 出検体 に比べ検 出値 が高 く、過 去に

使 用 され たデ ィル ドリンが圃場 に残 存 し作 物

に吸収 されている と考 えられた こ とか ら、各生

産者 を管轄する3自 治体 に情報提供 を行 い、生

産者にお ける当該 農薬の使用の有無 、過去の使

用状況 等の参考情報 につ いて確認 を依頼 した。

うち2自 治体 か ら 当該作 物 には使 用 され てい

なか った旨回答を得 たが、過去の使 用状況等 に

ついての情報は得 られなかった。
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オ ま とめ

今 回の調 査で、国産かぼちゃ、国産 メ ロン中

の有機 塩 素 系物 質 の残存 及びそ の 濃度 を確 認

した。有機塩素系 物質 を検出 した10検 体 の う

ち6検 体は、検 出値が10ppb以 下で あ り従

来の検査で は定量 下限に満 たない が、検査 方法

の 改良 に よ り検 出 感度 を高 めたこ とで把 握す

るこ とがで きた。

これ らの検 出値 につ いては、毒性 レベ ルの評

価 によ る現行 の規制 では問題はなか った が、今

後、内分泌か く乱作 用が疑われ る化学物質の人

に対す る リスク が明 らか になれ ば新 たな規 制

が考 え られ る。その際 には、多種類の食品の分

析デー タが必要にな ることか ら、長期的 な展 望

に立って、各種食 品中に含 まれ る有機塩素系物

質等 につ い て検 出感度 を 高 めて調査 す る必 要

がある と考え る。

カ 参考 文献

1) 福永一夫:「 農薬」 白亞書房 (1981)
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(12)国 内 産 野 菜 ・果 実 の 残 留 農 薬 実 態 調 査

ア 調査 目的

厚生省 は2000年 を目途 に少 な くとも200農

薬 に対 して 残留 農薬基 準 の設 定 を済 ませ るべ

く作業 を進 めてきたが、平成12年3月 現 在約

130農 産物 について179農 薬の基準が設 定 ・施

行 されてお り、2.4-Dな ど20農 薬について も本

年4月1日 よ り適用 され る運び となってい る。

また、本年4月 には 「農林物 資の規格 化及び品

質表示 の適 正化 に関す る法律 」(JAS法)が 改正

され、今後 は 「有機」 と表 示す るには登録 認証

機 関の認証 とそれ に伴 うJASマ ー クの添付 が義

務付 けられ ることになる。

この よ うな背景 のもと、食 品機 動監視 第9班

は平成4年 度 よ り残留農薬 実態調査 を継続実施

している。今年度 も昨年度 に引き続 き、(1)無農

薬 な どの名 称 をつ けず一 般 に市場 流通 してい

る農産物(以 下 「慣行栽培農産物」)、(2)独自の

表示基 準に よる有機 、無農薬及び減農薬な どの

農産物(以 下 「有機 ・無農薬 ・減農薬栽培農産

物」)に つ いて、残留農薬 の実態 を調査 した。

イ 調査方法

(ア)実 施期間:

平成11年4月 ～平成12年3月(継 続)

(イ)調 査作物:

・慣行栽培農産物

14作 物45品 目62検 体

・有機 ・無農薬 ・減農 薬栽培 農産物

8作 物18品 目19検 体

*検 査部位

メ ロン ・モモ については 「全果」(果 実全 体、

ただ しモモ は種子 を除 く)を 、ナシ ・ネクタ リ

ンにつ いて は 「果 肉」(外 果皮、種子 、 しん等

を除 く果 肉部分)を 追加 した。

(ウ)対 象農薬:表-1の とお り、残 留の疑われ る

80農 薬 について検査 を行 った。

(エ)調 査対象施設:

・慣行栽培農産物

多摩 地区内の青果市場 ・スーパー ・デパー ト

・有機 ・無農薬 ・減農薬栽培農産物

多摩地区内のスーパー ・有機農 産物 等の専門

販売店

(オ)検 査機 関:都 立 衛 生研 究所 生 活科 学 部

食品研 究科 農 薬分析研究室

(カ)検 査方法:食 品衛 生法弟7条 に基づ く食品 、

添加物等の規格基準(平 成8年9月2日 、厚

生省告示221号)中 「穀類、豆類、果実、野

菜、種実類 、茶及 びホ ップの成 分規格の試験

法」に準拠。

ウ 調査結果

(ア)慣 行栽培農 産物

野菜、果実合わせて14作 物45品 目62検 体

を検査 した ところ、表-2の とお り計24検 体 か

ら17種 類のべ52農 薬 が検 出 され た。成分規格

の 試験 法で 規定 され た検 査部位(規 格 試 験部

位)に おいては、23検 体か ら15種 類のべ35農

薬 が検 出 された が、食品衛生法に基づ く残留農

薬 基 準及び農 薬 取締 法 に基づ く農 薬 登録保 留

基 準 を超 えて農薬 が検 出 され た検 体 は なか っ

た。

(イ)有 機 ・無農 薬 ・減農薬栽 培農産物

自然食 品販 売店 等 か ら買上 げた 有機 ・無農

薬 ・減農薬 の表示 のあ る果菜類 野菜18品 目を

検 査 した ところ、表-2の とお り6品 目か ら6種

類 のべ12農 薬が検出 された。残留農薬基 準及

び登録 保留 基準 を超 えて農 薬が検 出 され た 品

目はなかった。
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表-1 残留の疑われる農薬

エ 考察お よびま とめ

(ア)慣 行 栽培農産物

平成9年 度か らの過 去3年 間の検 査結果か ら、

果 実 に比 べ て野 菜 の 農薬 検出率 が 低 い傾 向が

見 られた。果実 の高検 出率の一因 と しては、黒

星 病 や赤 星病 に対 す る対応策 と して の有機 塩

素系殺菌剤の使 用が指 摘できる。 これ らの農薬

は 土壌 中半減 期 が比 較 的長 いた め残 留 した も

の と考 えられ る。また 、果菜類 と葉菜類 は どち

らも半数近い検体 か ら農薬が検 出 され てい る。

これは、果 菜類 の場合 収穫直前まで使 用可能 な

適用農薬 が多 く、休薬 期 間が短い こ とが一因 と

考 えられ る。

今 回規格 試験 部位 か ら検 出 され た 農薬 の 中

で検 出数 が多か った農 薬 は、表-3の とお り有機

塩素 系のプロシ ミ ドン、カーバ メイ ト系のメ ソ

ミル及 び有機塩素 系の キャプタンで あった。 こ

れ ら農薬 は、過 去2年 間において も比較的高頻

度 で検 出 されて いる。一方、有機 塩 素系殺虫剤

ジコホール、カーバ メイ ト系殺 虫剤 カルバ リル

及 び同 フェ ノブカルブ は過去2年 間の調査にお

いて検 出 されてい な か ったのに対 し、昭和48

年 に登録 が失 効 して い る有機塩 素 系 殺 虫剤 デ

ィル ドリンが今回 の 調 査で初 め て ウ リ科 作物

よ り検 出された。 この よ うに、最近 は野菜果実

とも に有機塩 素系 農 薬 の検 出割 合 が 高 い とい

う傾 向が見 られ る。塩 素系農薬 には難分解性で

高い残留性 を示す もの もあ ることか ら、今後 も

こ うした塩 素系農薬 の残 留 の動 向につ い て注

視が必要 である。

また、プ ロシミ ドン(検 出率20%)や メ ソミ

ル(検 出率11.1%)を は じめい くつかの農薬 に

ついては 、最近 の傾向 として比較的高い検 出率

を示 してい るに も拘 わ らず 残 留農薬 基 準がす

べての作物 に対 して設定 され ていない。例 えば

今 回 ピーマ ンか らプ ロチ オ ホス が検 出 され た

が、この よ うな一般的 に喫食 され る農産物 に残

留農薬 基準 が設定 されて い ないこ とがあ った。

この ケー スで は検出値 が ビ ワに おけ る基準 値

を超 えてお り、問題がない とは言 えない。 この

ほかにも、検出 された農 薬の うち7割 近 くが残

留基準 の設 定 され てい ない もの、あ るいは一部

の作物 に基 準が設定 され て いない ものだ った。

こ うした残 留 実態 に則 した 基準 の設 定拡 大 が

強 く望まれ ると同時に、今後 もデー タの蓄積 と

実態把握 が必要 である と言 える。

(イ)有 機 ・無農薬 ・減農薬栽培農産物

今回 「有機栽培」 旨の独 自表示の あるイ ンゲ

ン ・メ ロンを検査 した ところ、ジコホール ・プ

ロシ ミ ドンなど3種 類の有機塩 素系農薬が検 出

された。 イ ンゲンにつ いて調 査 した ところ、こ

の作物 は有機 栽培 土壌 へ移 行 中の畑 で生 産 さ
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れ た もの で あ り農薬 の使 用 は され て いな い こ

とが判 明 した。従 って、過 去に使 用 された塩素

系農 薬 の残 留 が今 回検 出 された 一因 で ある と

考 え られ る。

また 、「減農薬栽培」 表示 のあ る農産 物 につ

いて検 査 した ところ、果菜類4品 目か らキャプ

タン、プ ロシ ミドン、メ ソミル な どのべ7農 薬

が検出 され た。 平成9年 以来 、「減農薬 栽培 」

農産物 と慣行栽培農産物 との間には、検査 品 目

に対す る検 出数 の割 合 ・農薬の残留値 に大きな

差が認 められ ない。 なお 、今後JAS法 の改正に

よ り規制の生 じる 「有機 」表示が減少す る一方

で法的規制のない 「減農薬 」表示 が増加 す るこ

とが予想 され、規制 の存在 しない減農 薬表示の

農 産物 に対 し検査 の 比重 を高 めて い くこ とが

必要で ある。

表-2 検査結果
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表-3 農薬分類別検出状況(慣 行栽培)

* 食:食 品衛生法に基づ く残留農薬基準のある農薬

登:農 薬取締法に基づ く登録保留基準のある農薬
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(13)畜 水産食品における動物用 医薬品の残 留実態調査

ア 調 査 目的

食品 の安 全性 に対す る関 心が高 まるにつれ 、

畜 水産食 品 に移行 残留 す る抗 菌性物 質 な どの

動物 用 医薬 品 につい て消費 者 は不 安 を抱 くよ

うにな っている。

こ うした背景 のもと、厚生省 は平成7年 か ら、

許 容一 日摂 取量 を も とに した 食 品中の 最大 残

留許容量 を残留基準値 と して導入 した。現 在 ま

で に16種 の動物 用医薬 品について残留基準値

が設定 され てお り、今後 も追加 され る見 こみで

あ る。

この よ うな流れ の中、食 品 中の動物用医薬品

の残留実態 を把握 し、違反食 品 を排除す るこ と

は、食の安全 を守 るた めに重要 である。 このこ

とか ら、当班で は、畜水産食品の加工品及び養

殖魚 を対象 として残留 実態調 査 を行った。 また、

この結 果 にセ ンターが 実施 した 特別 及び 一斉

監視事業にお ける検査結果 を併せ て報告 す る。

イ 調査方法

(ア)調 査期 間:平 成11年4月 ～平成12年3月

(イ)実 施 方法:動 物 用医薬品 が残留 してい る可 能

性 の ある養殖 魚や畜 水産食 品を、量販店や 活魚

取扱 専 門店 な どか ら買い上 げ、残留実態 を調査

した。 また、特別及 び一斉監 視事業 の一環 とし

て行 なわれ た動物用 医薬 品の検 査結果 をま とめ、

当班 の調査 内容 と併せ て集計 した。調 査品 目及

び検体数 につ いて は表1の 通 り。

(ウ)検 査機 関:都 立衛 生研究所 乳 肉衛 生研 究科 、

食 肉魚介細 菌研究室 、食肉魚 介化学研 究室 、乳

研 究室

(エ)検 査項 目:抗 生物質 、合 成抗菌剤 、内寄 生 虫

用剤 及びホルモン剤

(オ)検 査方法

抗生物質:ペ ーパーデ ィスク法、簡易検査法及び

分別推定法

合成抗菌剤:一 斉分析法 あるいは規格基準で定 め

られた方法

内寄生 虫用剤:規 格基準 または乳等省令で定 め ら

れた方法あ るいは他 の公 定法

ホルモ ン剤:規 格基準で定 め られ た方法 あるいは

それ に準拠 した方法

ウ 調査結果

(ア)養 殖魚介類

可食部 である筋 肉部位 に加 え、内臓や え らにつ

いて も検査 を行 なった。検 査の結果、6魚 種 ・1

0検 体 か ら抗 菌性物質 を検出 した。検 出 した検体

につ いては表2の 通 り。

静 岡 県産 の ヒ ラメにつ い て はPC系 抗 生物 質

を検 出 したため、食品衛生法7条 違反 として処置

した。 また、国産 と韓国産 の ヒラメそれぞれ1検

体ず つか ら、残留基準 を超 えるオキシテ トラサイ

ク リンを検出 し、食品衛生 法7条 違反 と して処置

した。

(イ)食 肉

検査結果一覧 を表3に 、動物用医薬品 を検 出 し

た検 体 について表4に 示 した。オース トラ リア産

の牛 正 肉及 び国産 の鶏 正 肉か らTC系 抗 生 物質

を検出 した が、食 品衛生 法に基づ く基準値 を超 え

るものはなかった。

(ウ)畜 水産加工食品等

検査結果一覧 を表5に 、動物用 医薬品 を検 出 し

た検体 につ いて表6に 示 した。ナ タマイ シン4.2

μg/gを 検 出 したオ ラン ダ産ナチ ュラル チー ズ

につ いては、食品衛 生法6条 違反 として販売禁止

の処置 が とられた。その他 は ちみつ等5検 体 につ

いて は、TC系 抗生物質 を検 出 したが、検 出地値

が低 く、食 品衛生法に基づ く処置 を必要 とす る も

のは なか った。

エ 考察

(ア)養 殖魚介類

ヒラメ1検 体か らPC系 抗 生物 質を検 出 したほ

か、6魚 種10検 体か らか らTC系 抗 生物 質が検出

され 、オ キシテ トラサイ ク リン等のTC系 抗 生物

質が汎用 されている ことがわか る。残 留基準以上

のオ キ シテ トラサイ ク リン を検 出 した 国産 ヒラ

メは1Kg以 下で あった。 小型 の ヒラメは大型の

もの と比べ需要が少な く、注文に応 じて小出 しに

出荷 され るため、養殖過程 で薬剤が使 用 された も
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のが、充分 な休薬期 間がないま ま出荷 された ので

はないか と推 定 され る。

韓国産養殖 ヒラメにつ いては、平成11年 以 降、

韓国 国立 水産 物検 査所 が 登録 した養 殖場 で蓄 養

された もの以外は、輸入届 出 ごとにオキ シテ トラ

サイ ク リンの定量 を行な うこ ととされ たが、今 年

度 も規格基準違反が発見 され てお り、生産地 での

管理体制 まだ万全 でない と推 察 され る。

(イ)食 肉

食 肉か らの動物用医薬品 の検 出数 は、94検 体 中

2検 体 と少 なかった。食 肉については部 位毎 にい

くつかの残 留基準が設定 され てお り(以 前の規制

に比べ る と非常 に厳 しい)、 それ が生 産業者 の意

識 を必 然的に高め、休薬期 間の厳 守等適 切な対応

を とらせ た と思 われ る。

(ウ)畜 水産加 工食 品

ドレッシン グは簡 易検 査 法 で陽性 を示 した も

のの、分別推 定法で は陰性 であ り、ハ ムについ て

は、同定試験 を行な った ところ既存 の抗 生物 質 が

検 出 され なかった。 これ は、原料 に起因す る抗 菌

性 物質 以外 の細 菌 の生 育阻 害物 質に よる影 響 を

受 けた可能性 が考 えられ る。

はちみつ については ミツバチの疾病であ る 「腐

蛆病」の予防 と して 、養蜂業者 が使 う抗 生物 質に

起因 してい る と思われ る。ナタマイ シンを検 出 し

たナチ ュラル チーズは、オ ランダ産 のゴーダチー

ズで あ りリン ド(ロ ウ引き部分)にEU諸 国につ

い て は使 用 され るこ とがあ るた め検 出 した もの

で ある。今後 も外国原産 のものについては、調 査

が必要 と思われ る。

オ ま とめ

全体 と して 、動物 用医薬品の検 出率は低水準 で

あ る。例年厚 生省が各 自治体 に 「畜水産食品の残

留有害物質モ ニタ リング検 査」の実施を指示 して

お り、定例 的な検査が、定着 し各生産者 団体 によ

る 自主管 理体 制 も整 いつ つ あ るもの と推 察 され

る。

検出率は低 く、違反 に至 る事例は少ないが 、動

物 用医薬品に対す る都民 の関心 は高く、今後 も引

き続 き、動物 用医薬 品の残留実態調査を続 け、結

果 や情 報 を生 産地 の衛 生部 局 に フィー ドバ ック

す る とともに、生産者や輸 入業者 に も積極 的 に提

供 し、正 しい知識 の普及 と食品の安全性確保 に努

める ことが重 要である。

表1 調査品 目及び検体数

(1)養 殖魚介類 12魚 種 37検 体

(2)食 肉 4品 目 94検 体 (3)畜 水 産 加 工食 品等 7品 目 445検 体
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表2 養殖魚の抗菌性物質検出検体

*は 食品衛生法 による違反検体 ※は簡易検査法 ・分別推 定法 ともに陽性 の検体

表3 食 肉の検査結果

数 字 は 全 検 体 数 ○ 内 数 字 は 検 出 検 体 数 -は 検 査 し て い な い 項 目

*1 サリノマイシン、 モネンシン、 ラサロシド

*2 プ ロゲ ステロン、 エストラジ オール、 テストステロン

*3 α-ト レンボ ロン、 β-ト レンボ ロン、 ゼ ラノール、 メレング ストロールアセテート、 クレンブ テロール

ヘキセストロール、 ジ エチルスチルベ ストロール
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表4 食 肉の動物 用医薬 品検出検体

表5 畜水産加工食 品等 の検査結果

数字は全検体数 ○内数字 は検 出検体数 -は 検査 してい ない項 目

表6 畜水産加工食品等の動物用 医薬 品検 出検体
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